
事業活動温暖化対策計画の実施状況に関する事項
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　電気工事業

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第１号該
当特定事業者（大規模エネルギー使用事業者）

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第２号該
当特定事業者（自動車運送事業者）

特定事業者以外の事業者

48.11

年度4令和

　熊本市東区石原三丁目６番１３号

　九州電設　株式会社　代表取締役　川内　省三

△ 532.4

原 単 位 の 考 え 方

差 引 後 排 出 量 (t-CO2)

差 引 後 増 減 率 ( 基 準 年 度 比 )

59.31 59.9053.39

48.11

-48.82 -39.58

59.31 59.9053.39

-45.19-37.70

△ 500.3

特 記 事 項

「計画の進捗又は達成の状況等」欄には、計画期間における排出量削減の進捗の状況及び計画終了時における事
業活動温暖化対策計画書に掲げた温室効果ガスの排出の抑制の量に係る目標の達成又は未達成の理由等があれ
ば、記入してください。
「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に寄与する技術又は商品の開発
等の取組があれば、記入してください。

「計画期間」並びに「基準年度」「前年度」「目標年度」及びそれらの排出量は、提出済の事業活動温暖化対策計画書
に一致させてください。

平成30年9月に、太陽光発電所（49.5kw)建設。補完的手段による削減量を増加さ
せている。計 画 の 進 捗 又 は 達 成 の 状 況 等

差 引 後 増 減 率 ( 基 準 年 度 比 )

基 準 年 度 目 標 年 度

-49.99

△ 450.6

49.44

住 所 ( 法 人 に あ っ て は 、
主 た る 事 務 所 の 所 在 地 )

△ 542.8

増 減 率 ( 基 準 年 度 比 )
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△ 433.9

計画書の変更を行っています。

排 出 量
t-CO2

8.53

グリ ーン 電力 証 書 又は グリ
ー ン熱 証 書 の購 入 (t-CO2)

氏 名 ( 法 人 に あ っ て は 、
名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事 業 概 要

事 業 活 動 温 暖 化 対 策 計 画 書
に 定 め た 措 置 の 実 施 状 況

該 当 す る 事 業 者 要 件
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そ の 他 知 事 が
認 め る も の (t-CO2)

②合計(t-CO2)

7.90

△ 30.00

年度 年度令和4平成30

事務所面積拡張につき、消費電力が増加傾向であるが、　再生可能エネル
ギーを利用した補完的手段による削減を実施　事業期間中　再エネ機器の
故障があり電灯消費電力の増加が見られたが、空調機器の電力量にて削
減出来た。

8.20

△ 27.4

11.7411.29

再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー を
利 用 し た 電 力 又 は
熱 の 供 給 （ t-CO2 ）

4.0

森 林 の 整 備 及 び
保 全 （ t-CO2 ）

差 引 後 排 出 量 （ t-CO2 ）
①　-　②

49.44
補完的
手 段
に よ る
削減量

年 度 区
分

① 排 出
量

t-CO2
増 減 率
( 基 準
年 度 比 )

計　　画　　期　　間前 年 度

11.08

△ 1.9 △ 24.4

9.32

△ 17.4


